様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　2021年1月12日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）とうようえんじにありんぐかぶしきがいしゃ
                 　　一般事業主の氏名又は名称 東洋エンジニアリング株式会社
（ふりがな）ながまつはるお
                              （法人の場合）代表者の氏名 永松治夫   印
住所　〒100-6511 東京都千代田区丸の内1丁目5番1号
新丸の内ビルディング11階

法人番号　9010001024113　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書
ホームページ

	公表日
	2020年11月9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書P10～P15
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

ホームページ 企業理念
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/company/philosophy/

	記載内容抜粋
	【統合報告書より】
1 P14～P15：
・ブルーとグリーンのダブルスパイラルで中長期戦略を推進。
・各種プラント建設、プラント操業支援サービス、プラント省エネ検討、脱炭素・循環型社会の実現にむけた技術開発・提供。

2 P13：
・従来型のEPCビジネスの強化（ブルー）と新規事業領域の開拓（グリーン）の粗利率の構成割合目標を以下の通り設定。
2019年度実績(87%：13％)
2025年度(75%：25％)
2030年度(50%：50％)

【ホームページ 企業理念より】
当社グループは、当該事業領域において、ハードウェア、ソフトウェアを問わず、顧客の皆様が自社のビジネス・システムやバリュー・チェーンを最適化し、新しい企業価値を創出するために必要とされるあらゆる問題解決の提案と実現手段を提供して行きます。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき統合報告書を作成し発行している。




(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書
ホームページ（DXoT中期戦略概要、商品紹介）
	


	公表日
	2020年11月9日
	　　　　年　　月　　日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	1 統合報告書P10～15、16, 17, 19, 20, 26-27 
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

2 ホームページ->TOYOの強み->DXoTのビジョンと取り組み
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/advantage/dxot/

3 ホームページ->プロダクトライン->運転・保全業務革新->DX-PLANT® 
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/products/oandm/dxplant/index.php

4 TOYO TIMES Vol.16　P5-P6 DX-PLANTの紹介
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/company/toyotimes/pdf/tt16_js_72_a4.pdf

5 ホームページ->プロダクトライン->環境->HERO(Hybrid Energy system Re-Optimization) 
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/products/environment/hero/

6 TOYO TIMES Vol.17　P5 HEROの紹介
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/company/toyotimes/pdf/tt_17_j_a4.pdf

	


	記載内容抜粋
	【統合報告書より】
1． ブルーの戦略：
グループオペレーションの深化とDXにより、卓越した品質・お客様価値の最大化を実現。
· DXにより生産性6倍を2024年までに実現。品質コスト50％減、工期2か月短縮、コスト減（工数50%削減、資材費10%削減、工事費15%削減）。
· DXを進める事でTOYOのデジタルツインを構築し、生産性6倍へ。















2． グリーンの戦略：
サステナブルな社会の実現に寄与する技術と新事業領域の開拓。
· プラントライフサイクルへの総合支援、新たなビジネスモデルへの挑戦により新事業領域を開拓。
· DX、IoTをプラント操業支援サービスに適用し、DX-PLANT®の商標でお客様の要望に応える。エンジニアリング知見とデータ解析手法やデジタル技術を組み合わせたプラント操業支援サービスDX-PLANTの提供。
· 数理解析技術を応用したプラント省エネ最適化サービス（HERO）の提供。

3． DXoT中期戦略概要：
当社は、DXoT（Digital Transformation of TOYO）によって、2024年度までに生産性を6倍にする目標を掲げています。
そのために、現在進めている重点領域は、次の3つになります。
1 Commissioning-Construction (CC) Driven Engineeringの実現
2 Proactive Corporate Managementの遂行
3 Data Leverageによる持続的成長
この3つの重点領域で成果を出すことで、当社の価格、納期競争力を向上させ、リスクマネジメントを強化、そしてノンコアワークを削減し、管理業務コストを削減することで、社員の市場価値を向上させ、従業員満足、顧客満足、そして社会満足の最大化に貢献していきます。

	


	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会で承認された方針に基づき統合報告書作成し発行している。
	




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P19
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

ホームページ、組織図
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/company/chart/

	記載内容抜粋
	1 統合報告書P19：
DXoT推進部を2019年7月に発足。社長直下の組織として全社を牽引。

2 ホームページ組織図：
その他IT、デジタル戦略関係部室として以下がある。
· IT企画管理本部
· IoT推進部(DX-PLANT推進)
· 環境・エネルギーマネジメント推進部(HERO推進)
· DXエンジニアリング部



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	統合報告書P16、17及び20、19
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

	記載内容抜粋
	1 P16:
実プラントのリアルタイム運転データ、検査記録、保全記録といったビックデータをクラウド上で処理する仮想プラットフォーム（デジタルツイン）としてDX-PLANT®を立ち上げた。

2 P17及び20：
数理最適化技術を活用する為の組織として環境・エネルギーマネジメント部を設置。(HERO担当部)

3 P19:
DXによる生産性6倍を実現するために、2019年にDXoT推進部を設置。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	統合報告書


	公表日
	2020年11月9日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	統合報告書P13,14, 46～47
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

	記載内容抜粋
	1 P14：生産性の指標として品質関連損失コスト50%減、工期、コスト（機器資材、工事費等）に目標を設定。
2 P13:安定的な経営を実現するため、粗利額の構成割合を従来型のEPCビジネスの強化（ブルー）と新規事業領域の開拓（グリーン）で各々以下とする。
ブルー：グリーン
2019年度実績(87%：13％)
2025年度(75%：25％)
2030年度(50%：50％)
3 P46-47:売上総利益率を指標としている。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2020年11月9日


	発信方法
	統合報告書P12～13、19, P26～P27
https://www.toyo-eng.com/jp/ja/ir/library/annualreport/pdf/2020_integrate_ja.pdf

	発信内容
	1 P12：










2 P13:足下では新型コロナに伴うEPC市況の低迷で、収益水準が落ち込むことは避けられませんが、この機に、DXoTによるEPC遂行力の強靭化に注力し、市況回復期にその成果を発揮して、収益面で一気に成長軌道に乗せることを考えています。
3 P19:お客様のニーズに迅速かつ柔軟に対応するために、EPCプロジェクト業務のDX推進が急務となり、DXoT推進部は『変化し続ける社会・市場においてサービス・業務・組織・制度・文化など企業活動や構造全てを変革し続ける企業となる』ために2019年7月発足しました。
4 P26:リスクを予兆段階で確実に把握し手を打つために、リアルタイムにプロジェクト進捗をモニタリングできる『プロジェクトツイン』の開発が進んでいます。
5 P27:プロジェクトツインも含めDXoT構想は開発途上であり、設計・調達・工事のデータとの相互連携を進めることによって、データセントリック型のプロジェクトマネージメントを進化させていきます。




　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2020年12月頃　～　　　年　　月頃


	実施内容
	「DX推進指標自己診断 フォーマット」に記入して提出。




　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	2019年9月　～　2020年4月。以降適切に運用中。
（注）ISO認証取得は2006年から。以降、ファイアウォール構築、各種ウイルス対策など長い間継続的に対応策を施してきている。
昨今の対応という意味で、最近の巧妙化したサイバー攻撃対策および文書保護機能強化運用を開始した期間として上記期間を記述した。

	実施内容
	· 弊社は、ISO/IEC27001「情報セキュリティマネジメントシステム」の認証を取得維持しており、サイバーセキュリティを含む情報セキュリティ対応は当該規格の枠組みで実施している。
· 情報セキュリティ監査は、当該認証機関による外部審査を毎年受審しているのに加え、当社標準文書BG-05015JP「カンパニー情報セキュリティマニュアル」の規定に基づき内部監査を毎年実施している。外部審査及び内部監査結果は、経営執行会議へ報告されマネジメントレビューを受けている。また、サイバーリスクハンドブックに照らしての情報セキュリティ対応状況は、取締役会へ定期報告される。
· 発生した情報セキュリティインシデントは、当社標準文書BG-05021JP「情報セキュリティインシデント管理手順」に従い管理される。
· サイバー攻撃強化策として2019年12月より高度脅威防御機能を導入し、未知のマルウェア検知やビジネスメール詐欺対策を導入した。またOffice365環境下での不自然なふるまいの監視機能を利用し監視業務を専門企業に委託して強化している。
· 情報保護機能も導入し、万が一、文書（WordやExcel等のマイクロソフトOffice文書およびPDFが対象）が流出しても社外者が見ることができない仕組みも2020年4月からは運用開始している。
· 上記メールのサイバー攻撃対策および文書保護機能の有効な活用を目的に全就業者に情報セキュリティのオンライン教育を実施（テストで修了確認）し、日常業務における注意事項の周知徹底を行っている。
· 全社的にサーバのクラウド化を推進しており、従業員が社内ネットワークに入る際のID認証機能の強化を2021年度には予定している。
· 当社は、情報セキュリティスペシャリストを１名保有しており、保有者はIT運用の責任を負う役職に任命されている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。
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